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下水道】事例63 
0事例名等 

事例名 法適用との同時進行による経営戦略策定 

団体名 北海道北広島市 

事業名【事業区分） 下水道事業 

法適用区分 非適用 

〇団体及び事業の概要 

行政区域内人口（人） 58,577 行政区域内面積（k司 119 

供用開始年月日 昭和47年2月1日 処理区域内人口（人） 56,746 

処理区域内面積（ha) 1,520.2 施設利用率（%) 82.04 

職員数（人） 14 営業費用（千円） 551,287 

営業収益（千円） 1,008,186 

※上記表中の「行政区域内人口」は、平成31年1月1日時点。「行政区域内面積」は、平成30年10月1日時点。それ以外の計数は、H31年3月末時点。 

1.取組の背景、検討を開始した契機・導入過程 

(1）取組の背景 

従来多額の企業債償還債務を抱え一般会計からの繰入により経営を維持してきたが、下水処理区域拡大が終了
し収益増加と施設整備費用の減少により経営の安定期に差し掛かっていた。 
その一方で人口減少や老朽化施設の更新需要増大など経営環境が厳しくなることが見込まれていたため、地方

公営企業法を適用し公営企業会計方式による持続可能な事業経営の基礎を作ることが必要であった。 

(2）検討を開始した契機・導入過程 

上記背景のほか審議会からの提言や園が進める公営企業改革の動向を踏まえ、市の行財政改革における改革
項目に位置付け取組をスタ一トさせた。法適用が取組として先行したが、法適用後の経営見通しを早期に対外的に
示すため法適用と経営戦略策定は一体不可分と捉え庁内外への説明及び準備を進めた。 

【法適用を含む経過及び今後の予定】 

時期 法適用 経営戦略 

平成19-22焦度
平成25無度まで 
、’三 2C・ 8月 

下水道事業審議会から法適用にっいて提言

原課レべ)1-でC)検討 
／ー卸な吐二 	言・二ー二頁 粟に,‘いて“ニ項目に寸署づI 

平成26年12月
平成27年2月 

平成21年3月 

、‘成27弓 4月～ 

平成2B年3月
平成29無3且ま更―
王成29無庶―----
平成30年4月～ 

法適用経費の予算要求、理事者説明 
下水道事業審議会への詳細説明 

k会へ法適用にっいてシ明 

蒸適用（経鴬戦賂を含t』又）経費C)継続薫予莫議汰― 

丘財政改薫太無二憲丘計画（胆1α照1)‘り議会説明A薫定― 
法適果 	’三手 尊定主産お査 ‘行七‘ .託 

法適用基本計画策定 

鳳定資産調査，．職員研修一ー―
周定資産調査、一庁一内茎務調慧ー一―---------―ーー 
庁内事務調整、会計システム導入 

法適用と同時に理事者説明 
下水道事業審議会へ法適用の一部として説朋 

争会へ法適用に含わせた’ー学y号・定にっいてi'F 

些嘗掌号I斗七 f討 
同左（経営戦略の目的、概要、工程を整理） 

基価償国］費概算之穀lk二を圭と一一―- 
―経営戦略乗案佐成，繰入金等内部協議 	”一一”ー一―---- 
繰入金、庁舎、汀機器使用等負担金の協議 

平成30年l0月 

黒成30無11且―---
平成30年11月～ 

投資・財政計画とりまとめ 

軽営戦略案のI」1内部訣定一―--―一―--------
下水道事業審議会での審議（3回）一答申 

平成30年12月 

平成30年12月～ 
	法適用関連条例整備、市議会へ経過説明 

新予算編成作業 
	 市議会へ経営戦略案説明 

パプリックコメント実施(1か月間） 

平成31年3月 新予算議決 ※経営戦略初年度と整合 経営戦略策定（H31-1O年間） 

平成31年4月1三 下水道事業に地方公営企業表D全部を適用 市ホ一ムペ一ジにおいて公表 

令和2年度 Rl決算の検証及t択3予算への反映 
令和3年度 直近の情勢反映に向け改定の予定 
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H31 H30 H29 ~」血‘  
→ 継続費予算H27-29 法適用経費予算計上 

行財政改革・実行計画策定 
※行革担当 

法適用基本計画策定 

固定資産調査・評価 

庁内調整、例規整備、会計

システム構築等 

新予算編成H3 1 

経営戦略策定 

~  

減価償却費   ＼一 

V般会計繰→ 

経営戦略策定経費を含む

継続費予算 

法適用を改革項目に位置

づけ 

経営戦略策定を含む法適

用業務全体の計画 

―般会計繰入金を最優先

に調整 

計画期間H31 -40 

法
適

用
 

減価償却費 

~ 

~ 

単年度

予算 

③他部局協議・調整 

②概算収支計画作成（繰入金協雄用）〔収支計画讐］ 
[ 9/1-11/29財政課 ］  

[1O/30-12/22行政管理課・環境課 

11/10-3ノ巧総務課ほか 

, 〔提出 I 4/11脱明・依報 

~ ．‘ 

平成29年度 平成30年度 

n月～2月財政課
繰入金最終調整 ノ 

一般会計繰入金・庁舎
使用料・PC負担金等 

④部内説明、積算・推計依頼一

⑨現状分析、課題整理1  
”町報収集、  将来予測」  

“⑦基本方針・取組事項整理 

園⑧収入支出推計（自己担当）  
■ ⑨投資’財政計画とりまとめ 

経営戦略 

~ I 

一，  

''-
~――~~~  
―些壁賞墜堅量墨作r」’竺こ邑111こ整上」 
~~一~~~ 

現状分析～将来予測は、 
実務上並行作業 

実務上並行作業 

⑩4月公表 

且暴篇 議会は常任委員会へ報 
止 
口 

審議会意見はー部反映
パブコメは意見提出な 

12/15-1/15パブコメ
］し  L 

⑩市民参加手続き  
（審議会・パブリックコメント）  

12カ9議会説明 

1-3 10-12 7-9 4-6 4-6 7-9 1-3 10-12 
準

備
工

程
 

2.取組の具体的内容とねらい、効果 

(1）取組の具体的内容とねらい 

①早期の移行ではなく円滑な移行がより重要と考え十分な準備期間と経営の安定期から移行時期を設定した。 
②固定資産調査が進まなけれぱ経営戦略における推計作業ができないため平成28年度末までに過年度資産の

整理を終えた。 
③―般会計繰入金は移行前々年度から概算所要額を示し財政課と協議を行った。 
④移行時の経営資金確保及び打切決算黒字化に向け、移行前々年度から資本費平準化債、特別措置分、公営

企業施設等整理債、公営企業会計適用債などの企業債をフル活用した。 
⑤移行初年度の繰入金は年度当初に全額前払いを受け資金ショートを回避した。 

【全体工程】 

【経営戦略策定作業工程】 

(2）効果 

各工程において早期着手を意識し準備を進めたため円滑な移行及び経営戦略の策定ができ、移行後の経営見通
しを示すことにより議会や理事者の理解が得られたものと考えている。打ち切り決算においては、一般会計からの
特別な資金融通を受けることなく実質約1.5億円の黒字とし、資金を新会計へ引き継いだ。 
その他経営戦略に定めた取組事項と現時点における効果は次のとおりである。 

経営戦略における取組事項等 効果 

水道事業と下水道事業の組織統合

人員配置適正化 

水道と下水道の審議会を整理・統合

経費負担区分の適正化 

経営資金の確保 

事務部門を統合 

只2スタッフ職1人減、R3管理職1人減予定 

委員20人を8入に縮小 

一般会計繰入金の運用明確化 

下水道事業内においで資金留保可能 

人員適正化、共通事務一元化による業務効率向上

削減額18p00千円／年 

削減額300千円！年 

H30比較でlr5億円増 

令和元年度末残高34億円（法適用前は一般会計へ返上） 

410 



3.他の自治体の参考となる点、今後の課題等 

(1）他の自治体の参考となると考えられる点 

・法適用と経営戦略策定の同時並行スケジュール 
・法適用に向けた早期の資金確保対策及び関係部署との協議・調整 
・経営戦略策定における具体的作業項目と作業時期 

(2）今後の課題等 

・長期的な改築・更新需要の適正把握及び経営戦略への反映 
・資産維持費の使用料対象経費算入 
・基本水量制の見直し 
・設定目標の数値化 
・技術職員の経営意識醸成 

〇問合せ先 

担当課 北海道北広島市水道部経営管理課 

TEL 011-372-3311（代表） MAIL keiei@city.kitahiroshima.lg.jD 
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